
雇 用 政 策 費
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県内事業所の柔軟な働き方を推進するため、テレワークの導入・定着に
柔軟な働き方のための

関する相談窓口を設置するとともに、テレワーク環境の整備に対し補助
テ レ ワ ー ク 導 入 77,904

相談窓口での対応件数 105件
支 援 事 業

補助対象件数 177件

290 高 等 技 術 専 門 校 費 653,816 488,633 ３ 離職者等再就職支援対策 269,528千円

(雇 用 政 策 課) 国 413,624
事 業 名 金 額 内 容

使 6

財 113 就労経験の少ない訓練生等を対象に職場実習を実施千円

繰 2 成 果 指 標 元年度 ２年度 ３年度

諸 42 職場実習参加訓練生数（名） 23 37 35

㊀ 74,846 外部講師による就職支援・起業支援セミナーを実施

高 等 技 術 専 門 校 成 果 指 標 元年度 ２年度 ３年度
2,511

就 業 支 援 事 業 セミナー受講者数（名） 148 146 142

熟練技能を有する起業家の事業所において訓練を受講した高等技術専門

校卒業生等に対し、手当を支給

成 果 指 標 元年度 ２年度 ３年度

訓練受講者数（名） 1 1 －

離職者等を対象に、民間職業訓練施設等を活用した職業訓練を実施し、

民間教育訓練施設等 再就職を支援
265,611

活用型職業訓練事業 事務系・介護系及び美容系コース等

募集定員 1,078名 入校生数 706名

訓練内容を拡充し、訓練生の就業等に効果的な職業訓練を実施
高 等 技 術 専 門 校

1,406 外部講師の招聘により訓練内容を拡充
職業訓練充実事業

建築科、造園技術科、服飾ビジネス科

290 雇 用 促 進 費 80,665 71,856 ４ 雇用のマッチング支援 22,312千円

(雇 用 政 策 課) 国 42,611
事 業 名 金 額 内 容

㊀ 29,245

県内就労あっせん・起業支援センターにおいて、金融機関等と連携し、千円

県内就労あっせん・ 県内中小企業への高度専門人材の就職あっせん及び起業支援を実施
19,785

起 業 支 援 事 業 企業訪問件数 99件

求人件数 42件 求職者数 77名 就職者数 16名

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

【雇用情勢に関する参考指標】286 雇 用 政 策 総 務 費 74,494 60,859

(雇 用 政 策 課) [㊀ 60,859] ハローワークにおける求人・求職者の状況 (令和３年度)

区 分 一般有効求人数（累計） 一般有効求職者数（累計） 一 般 有 効 求 人 倍 率

求人・求職者の状況 280,293名 215,080名 1.30倍

「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」

新規学校卒業者（県内高校）の就職内定状況 (令和３年度)

区 分 求 人 数 求 職 者 数 求 人 倍 率 就職内定者数 就 職 内 定 率

新 規 学 卒 者 2,211名 1,085名 2.04倍 1,062名 97.9％

「奈良労働局調べ」

ハローワークにおける障害者の就職状況 (令和３年度)

障害の種類別 身体障害者 知的障害者 精神障害者 そ の 他 合 計

就 職 者 数 245名 206名 459名 115名 1,025名

「奈良労働局調べ」

【労使関係に関する参考指標】
(令和３年６月30日現在)

組 合 員 数 の 組 合 員 数 の
労 働 組 合 数 労 働 組 合 員 数

対 前 年 度 増 減 数 対 前 年 度 増 減 率

416組合 48,096名 △592名 △1.2％

「2021年労働組合基礎調査」

地域雇用戦略［「令和３年度 重点課題に関する評価」掲載課題］286 労使関係安定促進費 668,180 308,095

(雇 用 政 策 課) 国 283,471 １ ワークライフバランスの実現 21,842千円

㊀ 24,624
事 業 名 金 額 内 容

翌年度へ繰越

230,000 社 員 ・ シ ャ イ ン 仕事と家庭の両立等を推進する企業の募集・登録千円

職 場 づ く り 773 成 果 指 標 元年度 ２年度 ３年度

推 進 事 業 新規登録企業数（社） 14 7 11

雇用保険の育児休業給付金に上乗せして賃金等を支給する県内事業者に

対し補助
育児休業取得促進事業 21,069

成 果 指 標 元年度 ２年度 ３年度

交付事業所数（事業所） 39 42 52

２ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業主等への支援 282,976千円

事 業 名 金 額 内 容

雇用維持に取り組む県内事業者を支援するため、雇用調整助成金等の助千円

奈 良 県 雇 用 維 持
205,072 成率の引下げに伴い必要となる事業者負担に対し補助

支 援 事 業
補助対象件数 3,890件

雇 用 政 策 費 -112-



県内事業所の柔軟な働き方を推進するため、テレワークの導入・定着に
柔軟な働き方のための

関する相談窓口を設置するとともに、テレワーク環境の整備に対し補助
テ レ ワ ー ク 導 入 77,904

相談窓口での対応件数 105件
支 援 事 業

補助対象件数 177件

290 高 等 技 術 専 門 校 費 653,816 488,633 ３ 離職者等再就職支援対策 269,528千円

(雇 用 政 策 課) 国 413,624
事 業 名 金 額 内 容

使 6

財 113 就労経験の少ない訓練生等を対象に職場実習を実施千円

繰 2 成 果 指 標 元年度 ２年度 ３年度

諸 42 職場実習参加訓練生数（名） 23 37 35

㊀ 74,846 外部講師による就職支援・起業支援セミナーを実施

高 等 技 術 専 門 校 成 果 指 標 元年度 ２年度 ３年度
2,511

就 業 支 援 事 業 セミナー受講者数（名） 148 146 142

熟練技能を有する起業家の事業所において訓練を受講した高等技術専門

校卒業生等に対し、手当を支給

成 果 指 標 元年度 ２年度 ３年度

訓練受講者数（名） 1 1 －

離職者等を対象に、民間職業訓練施設等を活用した職業訓練を実施し、

民間教育訓練施設等 再就職を支援
265,611

活用型職業訓練事業 事務系・介護系及び美容系コース等

募集定員 1,078名 入校生数 706名

訓練内容を拡充し、訓練生の就業等に効果的な職業訓練を実施
高 等 技 術 専 門 校

1,406 外部講師の招聘により訓練内容を拡充
職業訓練充実事業

建築科、造園技術科、服飾ビジネス科

290 雇 用 促 進 費 80,665 71,856 ４ 雇用のマッチング支援 22,312千円

(雇 用 政 策 課) 国 42,611
事 業 名 金 額 内 容

㊀ 29,245

県内就労あっせん・起業支援センターにおいて、金融機関等と連携し、千円

県内就労あっせん・ 県内中小企業への高度専門人材の就職あっせん及び起業支援を実施
19,785

起 業 支 援 事 業 企業訪問件数 99件

求人件数 42件 求職者数 77名 就職者数 16名

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

【雇用情勢に関する参考指標】286 雇 用 政 策 総 務 費 74,494 60,859

(雇 用 政 策 課) [㊀ 60,859] ハローワークにおける求人・求職者の状況 (令和３年度)

区 分 一般有効求人数（累計） 一般有効求職者数（累計） 一 般 有 効 求 人 倍 率

求人・求職者の状況 280,293名 215,080名 1.30倍

「一般職業紹介状況（職業安定業務統計）」

新規学校卒業者（県内高校）の就職内定状況 (令和３年度)

区 分 求 人 数 求 職 者 数 求 人 倍 率 就職内定者数 就 職 内 定 率

新 規 学 卒 者 2,211名 1,085名 2.04倍 1,062名 97.9％

「奈良労働局調べ」

ハローワークにおける障害者の就職状況 (令和３年度)

障害の種類別 身体障害者 知的障害者 精神障害者 そ の 他 合 計

就 職 者 数 245名 206名 459名 115名 1,025名

「奈良労働局調べ」

【労使関係に関する参考指標】
(令和３年６月30日現在)

組 合 員 数 の 組 合 員 数 の
労 働 組 合 数 労 働 組 合 員 数

対 前 年 度 増 減 数 対 前 年 度 増 減 率

416組合 48,096名 △592名 △1.2％

「2021年労働組合基礎調査」

地域雇用戦略［「令和３年度 重点課題に関する評価」掲載課題］286 労使関係安定促進費 668,180 308,095

(雇 用 政 策 課) 国 283,471 １ ワークライフバランスの実現 21,842千円

㊀ 24,624
事 業 名 金 額 内 容

翌年度へ繰越

230,000 社 員 ・ シ ャ イ ン 仕事と家庭の両立等を推進する企業の募集・登録千円

職 場 づ く り 773 成 果 指 標 元年度 ２年度 ３年度

推 進 事 業 新規登録企業数（社） 14 7 11

雇用保険の育児休業給付金に上乗せして賃金等を支給する県内事業者に

対し補助
育児休業取得促進事業 21,069

成 果 指 標 元年度 ２年度 ３年度

交付事業所数（事業所） 39 42 52

２ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業主等への支援 282,976千円

事 業 名 金 額 内 容

雇用維持に取り組む県内事業者を支援するため、雇用調整助成金等の助千円

奈 良 県 雇 用 維 持
205,072 成率の引下げに伴い必要となる事業者負担に対し補助

支 援 事 業
補助対象件数 3,890件
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６ 若者の就労支援 30,670千円

事 業 名 金 額 内 容

若年無業者等の職業的自立を支援する「地域若者サポートステーション」千円

において、就業セミナーの実施や臨床心理士の配置等により就業支援

を強化

若 年 無 業 者 就 業 成 果 指 標 元年度 ２年度 ３年度
10,670

支 援 事 業 利用者の就職件数（件） 133 160 157

働くことに不安を抱える若年無業者の早期の就労に向け、ジョブコーチの

きめ細かなサポートによる就労訓練を実施

職場実習参加者数 17名 就職者数 ８名

就職氷河期世代を対象とした求職者向けセミナーをオンラインで開催

開 催 日 令和３年９月25日 ほか 参加者数 延べ22名

就職氷河期世代の採用を検討する県内企業を対象としたセミナーをオン

ラインで開催

開 催 日 令和３年９月16日 ほか 参加企業数 延べ18社
就 職 氷 河 期 世 代

20,000 就職氷河期世代を対象とした資格取得研修をオンラインで実施
支 援 推 進 事 業

資格取得講座申込者数 延べ130名

就職氷河期世代と県内企業とのマッチングを図るため、オンラインによ

る合同企業説明会を開催

開 催 日 令和４年１月14日

参加者数 延べ132名 参加企業数 ９社

292 しごと センター費 107,261 103,623 ７ 若者と県内企業のマッチング支援

(雇 用 政 策 課) 国 8,905
事 業 名 金 額 内 容

㊀ 94,718

高校生を対象とした就職フォーラムをオンラインで開催千円

開 催 日 令和３年６月８日

参加者数 31校 102名

保護者向け就活セミナーを開催

開 催 日 令和３年７月17日

若 年 者 県 内 就 職 開催場所 ミグランス（橿原市役所分庁舎）
510

促 進 事 業 参加者数 来場 18名 オンライン 46名

県外の理工系学部のある総合大学等と連携し奈良県内企業説明会を開催

開 催 日 令和３年12月24日 ほか

開催場所 大阪工業大学、

近畿大学工業高等専門学校（ＹｏｕＴｕｂｅ配信）

参加者数 企業 11社 学生 延べ529名（オンライン参加者含む）

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁

事 業 名 金 額 内 容千円 千円

社会復帰を目指す矯正施設出所者等の雇用を促進千円

社 会 復 帰 促 進
107 企業等を対象に、雇用する際の留意事項等を学ぶセミナーの開催

就 労 支 援 事 業
開催日 令和３年12月15日 参加者数 18名

留学生等の外国人雇用を検討する県内企業を対象に、外国人雇用セミナ

ーを開催

開催日 令和３年７月15日、令和４年２月２日
高度外国人材県内

2,420 参加企業数 33社
就 職 促 進 事 業

県内外の大学の留学生等を対象に、合同企業説明会をオンラインで開催

開催日 令和３年９月４日、10月23日

参加留学生数 77名 参加企業数 13社

５ 奈良らしい特色のある雇用の創出 6,735千円

事 業 名 金 額 内 容

働き方改革を推進するため、県内での現状や課題を把握・分析し、事業千円

所による主体的な取組を支援

社会保険労務士等専門家の事業所への派遣 派遣企業数 ３社

業種別ワークショップの開催

働き方改革推進事業 2,775 開催日 令和３年９月22日 参加者数 ９名

令和３年10月18日 参加者数 ８名

令和３年11月22日 参加者数 ９名

事例発表セミナーの開催

開催日 令和３年８月24日 参加者数 28名

県内企業におけるＩＣＴを活用した新しい生活様式への対応や柔軟な働

き方を推進
ＩＣＴを活用した

3,960 Ｗｅｂツール体験フェアの開催
新しい働き方推進事業

開催日 令和３年10月６日 参加者数 20名

令和３年11月９日 参加者数 12名

雇 用 政 策 費 -114-



６ 若者の就労支援 30,670千円

事 業 名 金 額 内 容

若年無業者等の職業的自立を支援する「地域若者サポートステーション」千円

において、就業セミナーの実施や臨床心理士の配置等により就業支援

を強化

若 年 無 業 者 就 業 成 果 指 標 元年度 ２年度 ３年度
10,670

支 援 事 業 利用者の就職件数（件） 133 160 157

働くことに不安を抱える若年無業者の早期の就労に向け、ジョブコーチの

きめ細かなサポートによる就労訓練を実施

職場実習参加者数 17名 就職者数 ８名

就職氷河期世代を対象とした求職者向けセミナーをオンラインで開催

開 催 日 令和３年９月25日 ほか 参加者数 延べ22名

就職氷河期世代の採用を検討する県内企業を対象としたセミナーをオン

ラインで開催

開 催 日 令和３年９月16日 ほか 参加企業数 延べ18社
就 職 氷 河 期 世 代

20,000 就職氷河期世代を対象とした資格取得研修をオンラインで実施
支 援 推 進 事 業

資格取得講座申込者数 延べ130名

就職氷河期世代と県内企業とのマッチングを図るため、オンラインによ

る合同企業説明会を開催

開 催 日 令和４年１月14日

参加者数 延べ132名 参加企業数 ９社

292 しごと センター費 107,261 103,623 ７ 若者と県内企業のマッチング支援

(雇 用 政 策 課) 国 8,905
事 業 名 金 額 内 容

㊀ 94,718

高校生を対象とした就職フォーラムをオンラインで開催千円

開 催 日 令和３年６月８日

参加者数 31校 102名

保護者向け就活セミナーを開催

開 催 日 令和３年７月17日

若 年 者 県 内 就 職 開催場所 ミグランス（橿原市役所分庁舎）
510

促 進 事 業 参加者数 来場 18名 オンライン 46名

県外の理工系学部のある総合大学等と連携し奈良県内企業説明会を開催

開 催 日 令和３年12月24日 ほか

開催場所 大阪工業大学、

近畿大学工業高等専門学校（ＹｏｕＴｕｂｅ配信）

参加者数 企業 11社 学生 延べ529名（オンライン参加者含む）

決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁

事 業 名 金 額 内 容千円 千円

社会復帰を目指す矯正施設出所者等の雇用を促進千円

社 会 復 帰 促 進
107 企業等を対象に、雇用する際の留意事項等を学ぶセミナーの開催

就 労 支 援 事 業
開催日 令和３年12月15日 参加者数 18名

留学生等の外国人雇用を検討する県内企業を対象に、外国人雇用セミナ

ーを開催

開催日 令和３年７月15日、令和４年２月２日
高度外国人材県内

2,420 参加企業数 33社
就 職 促 進 事 業

県内外の大学の留学生等を対象に、合同企業説明会をオンラインで開催

開催日 令和３年９月４日、10月23日

参加留学生数 77名 参加企業数 13社

５ 奈良らしい特色のある雇用の創出 6,735千円

事 業 名 金 額 内 容

働き方改革を推進するため、県内での現状や課題を把握・分析し、事業千円

所による主体的な取組を支援

社会保険労務士等専門家の事業所への派遣 派遣企業数 ３社

業種別ワークショップの開催

働き方改革推進事業 2,775 開催日 令和３年９月22日 参加者数 ９名

令和３年10月18日 参加者数 ８名

令和３年11月22日 参加者数 ９名

事例発表セミナーの開催

開催日 令和３年８月24日 参加者数 28名

県内企業におけるＩＣＴを活用した新しい生活様式への対応や柔軟な働

き方を推進
ＩＣＴを活用した

3,960 Ｗｅｂツール体験フェアの開催
新しい働き方推進事業

開催日 令和３年10月６日 参加者数 20名

令和３年11月９日 参加者数 12名
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決 算 報
科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果

告 書 頁
千円 千円

８ 県内企業の人材確保を目的としたマッチング支援

事 業 名 金 額 内 容

県内中小企業の人材確保支援として、奈良と高田のしごと センターに千円

アドバイザーを配置し、求人求職双方のきめ細かなマッチングを実施
県庁版ハローワーク

48,951 相談件数 123件（求人 43件 求職 80件）
運 営 事 業

登録件数 257件（求人122件 求職135件）

就職件数 32件

雇 用 政 策 費 -116-




